
市 議 会 だ よ り （�）第２１９号 2015年（平成27年）11月14日

　

議
会
は
、
平
成
27
年
９
月
14
日
か
ら
17

日
ま
で
決
算
審
査
特
別
委
員
会
を
開
き
、

平
成
26
年
度
市
川
市
一
般
会
計
、
特
別
会

計
及
び
公
営
企
業
会
計
決
算
に
つ
い
て
審

査
し
ま
し
た
。

　

審
査
終
了
後
、
本
会
議
に
お
い
て
委
員

会
で
の
審
査
に
関
す
る
報
告
が
な
さ
れ
、

採
決
の
結
果
、
本
決
算
を
賛
成
多
数
で
認

定
し
ま
し
た
。

【
主
な
質
疑
応
答
】

問　

一
般
的
に
３
～
５
％
が
望
ま
し
い
と

さ
れ
る
実
質
収
支
比
率
は
４
・
９
％
で
あ

る
。
も
っ
と
使
え
る
お
金
が
あ
っ
た
と
い

う
点
で
は
３
％
に
近
い
ほ
う
が
よ
い
と
思

う
が
、
監
査
委
員
は
ど
う
考
え
る
か
。

答　

26
年
度
決
算
で
は

２
月
定
例
会
で
の
補
正

予
算
計
上
後
に
国
か
ら

見
込
み
以
上
の
交
付
金

を
受
け
た
こ
と
等
に
よ

る
も
の
で
、
妥
当
な
数

値
と
考
え
て
い
る
。

問　

債
権
管
理
条
例
の

制
定
に
向
け
た
検
討
等

の
必
要
性
等
に
つ
い
て
、

監
査
委
員
の
考
え
は
。

答　

本
市
で
は
公
債
権
、

私
債
権
を
別
個
の
条
例

等
で
管
理
し
て
い
る
が
、

統
一
的
な
基
準
の
も
と

で
適
切
に
債
権
管
理
を

行
う
た
め
、
一
括
管
理

の
た
め
の
条
例
の
制
定

を
検
討
す
る
よ
う
意
見

を
述
べ
た
と
こ
ろ
で
あ

る
。 一

般
、
特
別
、
公
営
企
業
会
計

平
成
26
年
度
決
算
を
認
定

＜一般会計＞ ＜特別会計＞

歳入

歳出

　将来にわたっての「人口減少問
題の克服」と「成長力の確保」の
実現には、総合戦略の政策パッケ
ージを拡充強化して取り組む必要
がある。
　政府は平成28年度予算に盛り込
む地方創生関連施策の指針となる
「まち・ひと・しごと創生基本方
針2015」を閣議決定したが、今後
は、各自治体が行う地方版総合戦
略の策定の推進、地域発の取り組
みに対する継続的な支援とその財
源確保が重要となる。
　よって、本市議会は国・政府に
対し、以下の事項の実現を強く要
請する。

１．「まち・ひと・しごと創生事業費」
と各府省の地方創生関連事業・補
助金、新型交付金の役割分担を明確
にし、必要な財源を確保すること

２．「まち・ひと・しごと創生事業費」
の恒久財源の確保と５年間の継続

３．28年度創設の新型交付金につ
き、地方創生先行型交付金以上の
額を確保し、地方にとって使い勝
手のよいものにすること

４．新型交付金事業で地元負担が
生じる場合、適切な地方財政措置
を講ずる等の配慮を行うこと

　

９
月
定
例
会
に
は
、新
た
に
請

願
５
件
が
提
出
さ
れ
、継
続
審
査

事
件
１
件
と
あ
わ
せ
て
所
管
の

各
委
員
会
で
審
査
し
ま
し
た
。

　

議
会
は
、こ
の
う
ち
１
件
を
採

択
、
４
件
を
不
採
択
と
し
た
他
、

１
件
を
み
な
し
不
採
択
と
し
ま

し
た
。　

（
審
議
結
果
は
左
表
）

請　

願

意
見
書

　

９
月
定
例
会
に
は
、意
見
書
案

10
件
が
提
出
さ
れ
、
議
会
は
こ

の
う
ち
３
件
を
可
決
し
、
７
件

を
否
決
し
ま
し
た
。

　

可
決
し
た
意
見
書
は
、
10
月

８
日
に
関
係
行
政
庁
等
へ
送
付

し
ま
し
た
。

（
審
議
結
果
は
左
表
）

○平成27年定例会開会予定日○

12月定例会 11月27日(金)

※上記は予定であり、事情により変更
される場合があります。

● 議員からの寄附やあいさつ状（答礼のための自筆によるものを除く）は公職選挙法で禁止されています ●
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○
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史

　

長　

友　
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徳

　

増　
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秀
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子

　

秋　

本　

の
り
子

民
主
・
連
合
・
社
民

○
石
原
よ
し
の
り

　

西
牟
田　
　
　

勲

　

か
つ
ま
た
竜
大

　

佐　

藤　

義　

一

清

風

会

○
竹　

内　

清　

海

　

石　

原　

み
さ
子

　

松　

井　
　
　

努

維
新
の
党
・
花
の
会

○
三　

浦　

一　

成

　

片
岡
き
ょ
う
こ

※○は会派代表者。　　※市議会では会派制をとり議会活動を行っています。なお、所属議員３人以上の会派を、議会運営委員の選出などができる交渉会派としています。

件　　　　　　　名 各 会 派 の 賛 否 審 

議 

結 

果

創

生

市

川

公

明

党

自
由
民
主
党

日
本
共
産
党

無
所
属
の
会

民
主
・
連
合
・
社
民

清

風

会

維
新
の
党
・
花
の
会

○市長提出
議　案 第10号 市川市個人情報保護条例の一部改正について ○ ○ ○ × △ ○ ○ △ 可　決

11号 市川市職員の再任用に関する条例等の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
12号 市川市税条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
13号 市川市手数料条例の一部改正について ○ ○ ○ × △ ○ ○ ○ 可　決
14号 市川市市民活動総合支援基金の設置、管理及び処分に関する条例の制定について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
15号 市川市市民活動団体事業補助金交付条例の制定について ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ 可　決
16号 市川市立母子生活支援施設の設置及び管理に関する条例の廃止について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ 可　決
17号 市川市こども館の設置及び管理に関する条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
18号 市川市保健医療福祉センターの設置及び管理に関する条例の一部改正について ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 可　決
19号 市川市急病診療・ふれあいセンターの設置及び管理に関する条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
20号 市川市空き家等の適正な管理に関する条例の全部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
21号 市川市自転車等駐車場の設置及び管理に関する条例の一部改正について ○ ○ ○ × × △ ○ × 可　決
22号 平成27年度市川市一般会計補正予算（第１号） ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 可　決
23号 平成27年度市川市国民健康保険特別会計補正予算（第１号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
24号 平成27年度市川市下水道事業特別会計補正予算（第１号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
25号 平成27年度市川市介護保険特別会計補正予算（第１号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
26号 平成27年度市川市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
27号 都市計画道路３・４・18号道路築造工事第５－１工区請負変更契約について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
28号 市川市市民会館建替工事請負契約について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
29号 原木第二排水機場ポンプ増設工事請負契約について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
30号 指定管理者の指定の期間の変更について（市川市香取デイサービスセンター） ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 可　決
31号 指定管理者の指定の期間の変更について（市川市南八幡デイサービスセンター） ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 可　決
32号 指定管理者の指定の期間の変更について（市川市中山デイサービスセンター） ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 可　決
33号 指定管理者の指定の期間の変更について（市川市柏井デイサービスセンター） ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 可　決
34号 市道路線の廃止について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
35号 市道路線の認定について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

認　定 第１号 平成26年度市川市一般会計、特別会計及び公営企業会計決算の認定について ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 認　定
諮　問 第３号 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて（山中悠子氏） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可答申

○議員提出
発　議 第９号 地方創生に係る新型交付金等の財源確保を求める意見書の提出について ○ ○ ○ × △ △ ○ ○ 可　決

10号 地方単独事業に係る国保の減額調整措置の見直しを求める意見書の提出について ○ ○ ○ × △ ○ ○ ○ 可　決
11号 農林水産業の輸出促進に向けた施策の拡充を求める意見書の提出について ○ ○ ○ × △ ○ ○ ○ 可　決
12号「原発事故子ども・被災者支援法」改定基本方針に反対し、本来必要な被災者支援を求める意見書の提出について × × × ○ ○ ○ × △ 否　決
13号 環太平洋連携協定（ＴＰＰ）交渉撤退を求める意見書の提出について × × × ○ △ △ × △ 否　決
14号 農業委員会の公選制維持と機能充実を求める意見書の提出について × × × ○ ○ ○ × △ 否　決
15号 緊急に介護報酬の再改定を求める意見書の提出について × × × ○ ○ ○ × △ 否　決
16号 川内原発の稼働を停止し「原発ゼロの日本」を求める意見書の提出について × × × ○ ○ △ × △ 否　決
17号 「安全保障法制」の廃止を求める意見書の提出について × × × ○ ○ ○ × △ 否　決
18号 「マイナンバー制度」の運用中止を求める意見書の提出について × × × ○ △ × × △ 否　決

○その他
鈴木雅斗議員に対する懲罰の件（＊） × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

○請　願

請願第27-10号 無料駐輪場の継続を求める請願
みなし
不採択

27-11号 「国際平和支援法案」、「平和安全法制整備法案」の撤回および廃案を求める意見書の提出を求める請願 × × × ○ ○ ○ × △ 不採択
27-12号 「国際平和支援法案」及び「平和安全法制整備法案」の廃案を求める意見書の、提出を求める請願 × × × ○ ○ ○ × △ 不採択
27-13号 安全保障関連2法案の廃案を求める意見書採択についての請願 × × × ○ ○ △ × △ 不採択
27-14号 公民館等52施設の使用料値上げ撤回を求める請願 × × × ○ × × × × 不採択
27- ２号 「固定資産税の家屋の評価方法における基本的な考え方」に関する請願（閉会中継続審査事件） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 採　択

※出席した会派の議員全員が、賛成：○、反対：×、出席した会派の議員の一部が賛成・一部が反対：△　　※可答申：異議ない旨答申
※地方自治法第 117 条により、（＊）については１名の議員が議事に参与していません。
※みなし不採択：議会の意思は議案の可決により確定し、これに拘束されるため、可決した議案と相反する趣旨の請願を不採択とみなすものです。
※議員別の賛否は市川市議会のホームページに掲載しています。


